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１．調査概要 

 

１－１ 調査目的 

浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）に係る環境基準の達成率は低水

準で推移しているため、その改善が急務となっている。 

このため、ＳＰＭの中でも二次生成粒子の抑制が必要であ

り、特に、二次生成粒子の原因物質と考えられる窒素酸化物、

硫黄酸化物、塩化水素、炭化水素類等のうち、炭化水素類に

ついては、現在法的な排出規制が行われておらず、早期に調

査、検討を行う必要がある。 

大阪府では、環境省の委託を受け、大阪府内における炭化

水素類の排出実態を把握するため、排出ガス中の炭化水素類

の実測調査及び炭化水素類取扱い事業者に対するアンケート

調査等を実施することにより排出量の推計を行っている。 

本報文は平成12年度に実施したもののうち、炭化水素類の

実測調査を中心に取りまとめたものである。アンケート結果

及び排出量の推計の詳細については、平成12年度環境省委託

業務結果報告書「浮遊粒子状物質総合対策に係る炭化水素類

排出実態調査」を参照されたい。 

１－２ 調査対象 

本調査の対象施設は、炭化水素類の主要な発生源のうち、

貯蔵施設、出荷施設、給油施設及びドライクリーニング業の

洗浄・乾燥施設とした。また、対象物質は、ガソリン、重油

等の石油類及びドライクリーニング用溶剤とした。 

対象施設と対象物質の対応は、表1-2-1に示すとおりである。 

 

 

表1-2-1 調査対象とした施設及び物質 

発生過程 対象施設 対象物質 

 貯蔵 貯蔵タンク 

 出荷 出荷施設 

石油類 

ガソリン類､灯油､ 

軽油､ジェット燃料､ 

重油､原油 

 給油 ガソリンスタンドの地下タンク ガソリン、軽油、灯油 

ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 
ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞに係る 洗濯機・

乾燥機等 
石油系溶剤、ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 

１－３ 調査内容 

(1)排出ガス中の炭化水素類実測調査等 

炭化水素類を取り扱っている事業所に設置されている貯蔵

施設等から排出されているガスを捕集し、全炭化水素濃度、

炭素数別濃度等を測定した。 

なお、調査対象事業所については、事前にヒアリング調査

等を行った上で選定した。 

①測定対象施設 

1)灯油・軽油の貯蔵施設（固定式屋根）  各１カ所 

2)ガソリンの出荷施設           １カ所 

3)ドライクリーニング業の洗浄・乾燥施設  ４カ所 

 ②測定方法及び回数 

排出ガスの測定は、テドラーバッグで試料ガスを捕集し、

ガスクロマトグラフ法で炭化水素類を分析した。測定方法

及び回数は以下のとおりである。 

1)灯油、軽油の貯蔵施設 

油の静置時において排出されているガスを、固定式屋

根のタンク上部のゲージハッチ等から採取し炭化水素類

を測定した。測定回数は、気温などを考慮し夏冬各１回

とした。 

2)ガソリンの出荷施設 

タンクローリーへの給油中に排出される炭化水素類を

回収処理する施設の前後で試料ガスを採取し炭化水素類

を測定した。測定回数は、気温などを考慮し夏冬各１回

とした。 

3)ドライクリーニング業の洗浄・乾燥施設 

４カ所で各１回行った。なお、対象施設の選定にあた

っては、溶剤の種類や回収装置の設置状況も考慮して行

った。 

 ③測定項目 

1)貯蔵施設、出荷施設 

全炭化水素の濃度、及び炭素数別濃度等を測定した。 

2)ドライクリーニング施設 

使用溶剤の種類により、全炭化水素の濃度、炭素数別

濃度等又は使用溶剤の濃度を測定した。 

なお、石油系ドライクリーニング溶剤については、ア

ンケート調査結果で使用されている主要な溶剤を対象と

して、溶剤原液中の炭素数別濃度についても測定を行っ

た。 

 

(2)炭化水素類排出量の推計 

炭化水素類を排出する施設を設置している事業者のうち、



貯蔵・出荷・給油施設設置者、ドライクリーニング事業者を

対象とするアンケート調査及び業界団体へのヒアリングを行

い、(1)の排出ガス測定結果等を用いて、大気中への排出量

の推計を行った。 

なお、大阪府では、「大阪府生活環境の保全等に関する条

例」（以下「府条例」という。）において、炭化水素類を排

出する施設のうち一定規模以上の施設を届出施設と定め、設

備基準による規制等を行い、炭化水素類の排出抑制に努めて

いる。 

 

２．排出ガス中の炭化水素類等の実測調査 

 

２－１ 調査内容 

排ガス中の炭化水素類実測調査は、灯油貯蔵施設、軽油貯

蔵施設、ガソリン出荷施設及びドライクリーニング施設を対

象とし、表2-1-1に示したように実施した。 

灯油貯蔵施設及び軽油貯蔵施設については、各１カ所の施

設を対象とし、油の静置時に固定式屋根のゲージハッチから

排出されるガス中の炭化水素類の濃度を測定した。なお、気

温差を考慮し、夏期・冬期に各１回の測定を行った。 

ガソリン出荷施設については、タンクローリーへの出荷施設

１カ所を対象とし、出荷時にタンクローリーから排出されるガ

ソリン蒸気を回収するための炭化水素回収設備の前後において、

排出ガス中の炭化水素類の濃度を測定した。なお、気温差を考

慮し、夏期・冬期に各１回の測定を行った。 

ドライクリーニング施設については、現在使用されている

洗浄用溶剤は大きく分けて石油系溶剤とテトラクロロエチレ

ンがあることから、溶剤別・排出ガス処理施設の有無別に施

設を選定し、計４カ所で測定を行った。 

石油系溶剤を使用している施設については、洗浄と乾燥工

程を別途の機器で行っている施設を対象に、乾燥工程におい

て未処理で排気されている施設１カ所、溶剤の回収施設が設

置されている施設１カ所、の計２カ所で測定を行った。 

テトラクロロエチレンを使用している施設については、最

終工程である脱臭工程での排出ガスが未処理で排気されてい

る施設１カ所、処理装置が設置されている施設１カ所の計２

カ所で行った。 

また、石油系のドライクリーニング溶剤については、事業

者アンケート調査結果に基づき、府域の事業者が使用してい

る主要な溶剤のサンプルを入手し、溶剤原液中の炭素数別濃

度についても分析を行った。 

 

 

表2-1-1 実測調査の実施状況 

測定対象施設 

（施設数） 
測定回数 測定項目 測定時期 

灯油(1) 

貯蔵施設 
軽油(1) 

各施設につい

て夏冬各１回 

全炭化水素濃度 

炭素数別濃度 

(有害物質濃度) 

出荷施設 
ガ ソ リ ン

(1) 

各施設につい

て夏冬各１回 

全炭化水素濃度 

炭素数別濃度 

(有害物質濃度) 

夏:平成12年8月 

 

冬:平成13年1月 

石油系溶剤

用 乾 燥 機     

(2) 

各施設１回 
全炭化水素濃度 

炭素数別濃度 
平成12年9月 

ドライクリー

ニング施設 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

用 洗 濯 機

(2) 

各施設１回 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ濃度 
平成12年10月 

平成12年12月 

 

 

２－２ 試料ガスの採取方法 

排出ガスのサンプリングは、施設からの排出ガスをポ

ンプを用いてテドラーバッグに採取することにより行っ

た。 

なお、工程等によって排出ガス濃度が変化すると考え

られる施設については一定時間の間隔で採取を行った。 

また、ドライクリーニング施設の測定にあたっては、ア

ネモマスター（熱線流速計）を用いて、排出ガスの温度及

び流速についてもあわせて測定した。 

 



２－３ 試料ガスの分析方法 

炭化水素類の分析は、ガスクロマトグラフ（FID法）に

より行った。分析項目は、原則として全炭化水素濃度及

び炭素数別濃度とし貯蔵施設及びガソリン出荷施設につ

いては、ベンゼン等の有害物質濃度もあわせて分析した。 

(1)全炭化水素濃度 

 バッグに捕集した試料を、サンプルループ（１ｍ

Ｌ）にシリンジで注入した後、バルブ駆動装置により、

ガスクロマトグラフに導入するシステムを用いて、分

析を行った。標準にはメタンを用い１００％から１０

００ｐｐｍ程度の濃度範囲で検量線を引き定量を行っ

た。 

 テトラクロロエチレンについても、この方法に準じ

て行った。 

(2)炭素数別及びベンゼン等の濃度分析 

  バッグに捕集した試料を、サンプルループ（１ｍＬ）

にポンプで吸引注入した後、バルブ駆動装置により、ガ

スクロマトグラフに導入するシステムを用いて、分析を

行った。標準にはＣ４からＣ１４の直鎖状の炭化水素を

用い１００００ｐｐｍから１００ｐｐｍ程度の濃度範囲

で検量線を引き定量を行った。 

 ベンゼン、トルエン、キシレン等の分析についてもこ

の方法に準じて行った。 

(3)石油系クリーニング溶剤の炭素数別構成比 

メタノールに溶解させた試料をそのまま、ガスクロマトグ

ラフに注入し、分析を行った。標準にはＣ４からＣ１４の直

鎖状の炭化水素及び芳香族炭化水素を用い１０００ｇ／Ｌか

ら１ｇ／Ｌ程度の濃度範囲で検量線を引き定量を行った。 

 表2-3-1に使用したガスクロマトグラフの分析条件等を示す。

表2-3-2にサンプリングしたガスの検出下限濃度を示す。２

－４調査結果において、「Ｎ．Ｄ」と記載のあるものは、検

出下限未満の濃度であったことを示す。 

 

     表2-3-2 各測定項目の検出限界 

 

 

 表2-3-1 分析条件等 

・ 全炭化水素 11ppmC ・ 炭素数別濃度

炭素数 検出下限

・ 有害物質等 C4 3.5

物質名 検出下限 C5 3.5

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 2.5 C6 2.5

ﾄﾙｴﾝ 3 C7 2.6

ｷｼﾚﾝ 3 C8 3

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 2.7 C9 4.3

(単位：ppm) C10 5.1

C11 8.4

C12 18.1

C13 29.9

C14 40.5

(単位：ppm)

全炭化水素 炭素数別成分分析 クリーニング溶剤

　Agilent

５８９０シリーズⅡ

　カラム ガラス キャピラリー キャピラリー

長さ ０．５ｍ 　３０m ３0m

内径 １／４インチ ０．５３ｍｍ ０．２５ｍｍ

液層 －－－ ＤB－１ OV－１

膜厚 －－－ ５μｍ １μｍ

カラム温度（初期） １２０℃ ６０℃ ４０℃

初期温度保持時間 －－－ ２分 ２分

昇温速度 －－－ １０℃/min １０℃/min

最終温度 －－－ １８０℃ １８０℃

最終温度保持時間 －－－ ３分 ３分

　検出器 　ＦＩＤ 　ＦＩＤ 　ＦＩＤ

注入口温度 １５０℃ ２００℃ ２００℃

検出器温度 ２５０℃ ２５０℃ ２５０℃

キャリアーガス 窒素 ヘリウム ヘリウム

キャリアー流速 30ml/min ４．７ml/min １．２ml/min

水素流量 40ml/min ４０ml/min ４０ml/min

空気流量 400ml/min ４００ml/min ４００ml/min

メイクアップガス －－－ ４５ml/min ２５ml/min

スプリット比 －－－ ５０ ２９

  ＧＣ
　Agilent

６８９０



２－４ 調査結果 

2-4-1 貯蔵施設 

(1)灯油貯蔵施設 

①測定年月日     夏期 平成１２年８月  ９日 

          冬期 平成１３年１月１１日 

②測定事業所    泉大津市内事業所 

③測定時の天候  

夏期：晴  気温３６℃  

相対平均湿度６５％（大阪管区気象台） 

冬期：晴 気温１２℃ 

相対平均湿度６２％（大阪管区気象台） 

④施設の状況等 

タンク容量  ４９５ｋＬ（内径9.688ｍ、高さ7.615ｍ）    

タンク実量   

夏期 ４８８ｋＬ（液面の高さ6.522ｍ）静置状態 

冬期 ３２５ｋＬ（液面の高さ4.407ｍ）静置状態 

⑤測定場所及び方法 

灯油貯蔵タンクのゲージハ

ッチから、フレックスポンプ

を用いて貯蔵タンク上部のガ

スをテドラーバッグに採取し、

ガスクロマトグラフ（ＦＩ

Ｄ）法により分析した。 

図2-4-1-1 

灯油貯蔵タンク 

 

⑥測定結果 

測定結果は、表2-4-1-1～3及び図2-4-1-2､3に示すと

おりである。 

試料採取時における気温は、夏期で３６℃、冬期で

１２℃であり、夏期と冬期との気温差は２４℃であっ

た。排出ガス中の全炭化水素類濃度を比較すると、夏

期は冬期の７.４倍の濃度であった。 

炭素数別構成をみると、夏期・冬期ともC4からC12で

あったが、夏期ではC11が最多構成成分であるのに比べ、

冬期はより低沸点のC７が最多構成成分であった。 

 

 

 

表2-4-1-1 灯油貯蔵施設全炭化水素濃度 

（メタン換算－単位：ppmC） 

 

 

 

 

 

 

   表2-4-1-2 灯油貯蔵施設排出ガス炭素数別濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図2-4-1-2 灯油貯蔵施設排出ガスの炭素数別濃度（夏期） 

 

夏期 冬期 

34000 4600 

炭素数 夏期 冬期 

C4 8.6 4.1 

C5 43 7 

C6 540 110 

C7 900 250 

C8 890 160 

C9 460 73 

C10 1100 38 

C11 1700 12 

C12 840 2 

C13 N.D. N.D. 

C14 N.D. N.D. 
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図2-4-1-3 灯油貯蔵施設排出ガスの炭素数別濃度（冬期） 

 

表2-4-1-3 灯油貯蔵施設排出ガス有害物質等濃度（単位：ppm） 

 

 

 

 

 

 

(2)軽油貯蔵施設 

①測定年月日     夏期 平成１２年８月  ９日 

         冬期 平成１３年１月１１日 

②測定事業所    高石市内事業所 

③測定時の天候 

 夏期：晴 気温 ３６℃  

相対平均湿度６５％（大阪管区気象台） 

冬期：晴 気温 １１℃  

相対平均湿度６２％（大阪管区気象台） 

④施設の状況等   

タンク容量  ３０００ｋＬ（内径 16.5ｍ、高さ 15.3ｍ） 

タンク実量   夏期 ２８１３ｋＬ 

（液面の高さ13.3ｍ）静置状態 

冬期 ２８２８ｋＬ 

（液面の高さ13.2ｍ）静置状態 

⑤測定場所及び方法 

軽油貯蔵タンクのゲー

ジハッチから、フレック

スポンプを用いて貯蔵タ

ンク上部のガスをテドラ

ーバッグに採取し、ガス

ク ロ マ ト グ ラ フ （ Ｆ Ｉ

Ｄ）法により分析した。 

図2-4-1-4 

軽油貯蔵タンク 

⑥測定結果 

測定結果は、表2-4-1-4～6及び図2-4-1-5､6に示すとお

りである。 

試料採取時における気温は、夏期で３６℃、冬期で１

１℃であり、夏期と冬期との気温差は２５℃であった。

排出ガス中の全炭化水素類濃度を比較すると、夏期は冬

期の８.０倍の濃度であった。 

炭素数別構成比をみると、夏期ではC４からC14まで

検出されたのに比べ、冬期C４からC10まででありC11以

上の高沸点の成分は検出されなかった。 

 

 

表2-4-1-4 軽油貯蔵施設全炭化水素濃度 

（メタン換算－単位：ppmC） 

  

 

 

 

 

表2-4-1-5 軽油貯蔵施設排出ガス炭素数別濃度 

（単位：ppm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゲージハッチ 

物質名 夏期 冬期

ベンゼン 14

トルエン 実施せず 38

キシレン 48
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図2-4-1-5 軽油貯蔵施設排出ガスの炭素数別濃度（夏期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-1-6 軽油貯蔵施設排出ガスの炭素数別濃度（冬期） 

 

 

表2-4-1-6 軽油貯蔵施設排出ガス有害物質等濃度（単位：ppm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-4-2 ガソリン出荷施設 

①測定年月日   夏期 平成１２年８月２９日 

         冬期 平成１３年１月２３日 

②測定事業所   高石市内事業所 

③測定時の天候 

 夏期：晴 気温３４℃  

相対平均湿度６０％（大阪管区気象台） 

冬期：晴 気温 ８℃  

相対平均湿度６７％（大阪管区気象台） 

④施設の概要等 

ガソリン出荷施設（トップローディング車用３５

基）からタンクローリーへの出荷時に排出されるガソ

リン蒸気を１カ所に集合させ、灯油を吸収液とした常

温・常圧吸収法（ＩＮＧＥＲＳＯＬＬ－ＲＡＮＤ方式）により

炭化水素類を回収する設備である。 

炭化水素回収設備の処理能力は16,000Ｎｍ３／時であ

る。灯油の供給量及び循環比率（循環使用の灯油と灯

油タンクからのフレッシュ灯油との混合比率）は制御

室で変更可能である。 

⑤測定場所及び測定方法 

炭化水素回収設備の入口、出口でのガスを採取した。

試料採取は10分間隔で行い、エアーサンプラーを用いて

ガスをテドラーバッグに採取し、ガスクロマトグラフ

（ＦＩＤ）法により分析した。 

物質名 夏期 冬期

ベンゼン 7.6

トルエン 実施せず 12

キシレン 13

0

200

400

600

800

1000

1200

C4 C5 C6 C7 C8 C9 C10 C11 C12 C13 C14

炭素数

濃
度

（
ｐ
ｐ
ｍ

）

0

40

80

120

160

200

C4 C5 C6 C7 C8 C9 C10 C11 C12 C13 C14

炭素数

濃
度

（
ｐ
ｐ
ｍ

）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-2-1 出荷施設及び炭化水素回収設備の概要 

 

⑥測定当日の施設の運用状況等 

・夏期 灯油の流量 36.6kL／時 

循環比率 

10時39分～10時55分 循環比率100％ 

10時55分～11時30分 

 循環35％＋フレッシュ65％(タンクから直送) 

・冬期 灯油の流量 37.3kL／時 

循環比率 

10時50分～11時50分 

 フレッシュ100％（タンクから直送） 

⑦測定時間中（約１時間）におけるタンクローリーへの

ガソリン供給量 

夏期  約３６４ｋL 

冬期  約 ７２ｋL 

⑧測定結果 

測定結果は、表2-4-2-1～3及び図2-4-2-2～7に示す

とおりである。 

今回測定したガソリン出荷施設に係る炭化水素回収施設

は、出荷時にタンクローリーから排出されるガソリン蒸気

を１カ所に集め、灯油のシャワーをすることによって、蒸

気を灯油に吸収させ環境中への炭化水素類の排出の削減を

図るものである。 

また、事業所担当者によると、吸収効率を維持する

ため次のように運用しているとのことであった。 

・タンクローリーへの給油量が多い時間帯にはフ

レッシュ灯油比率を高くする。 

・気温が高い夏期には、吸収塔本体の外壁に工業

用水を流下させて冷却する。 

夏期の測定では、34℃と気温が高かったため、処理

前の炭化水素濃度は高い値を示していた。また、10時

30分から11時にかけての処理効率が低いが、これは、

事業所担当者が灯油循環比の設定が循環100％であった

のをフレッシュ灯油100％と誤認していたことよるもの

である。測定開始後に事業所所有の簡易炭化水素モニ

ターの指示値で気づき、制御室で灯油循環比等運転状

況を確認した後、運転を循環35％＋フレッシュ65％に

変更した結果、処理効率は変更前の50％前後から95％

前後と大幅に改善された。 

冬期の測定では、８℃と気温が低かったため、処理

前の炭化水素濃度は夏期よりも低い値を示していた。

また、処理後の濃度については、灯油の循環比率が測

定開始時からフレッシュ100％に設定されており、また

タンクローリーへのガソリン給油量も少なかったため、

測定当初から低く、処理効率は99％以上であった。 

今回の測定結果は、現場担当者による処理施設の運

転状況の把握及び管理がいかに大切であるかを再確認

させるものであった。 

なお、出荷施設は「府条例」の「炭化水素類に係る

届出施設」であり、規制基準として「薬液による吸収

処理装置又はこれと同等以上の性能を有する処理施設

を設け適正に稼働させること」と定められている。 

 

 

表2-4-2-1 炭化水素回収設備前後における全炭化水素濃度（メタン換算－単位：×104ppmC） 

夏期 測定時間 入口 出口 処理効率(%) 冬期 測定時間 入口 出口 処理効率(%) 

 10 時 30 分 100 44.0 56.0  10 時 50 分 38 0.26 99.3 

 10 時 40 分 110 49.0 55.5  11 時 00 分 32 0.18 99.4 

 10 時 50 分 83 43.0 48.2  11 時 10 分 31 0.16 99.5 

 11 時 00 分 82 41.0 50.0  11 時 20 分 30 0.18 99.4 

 11 時 10 分 100 5.3 94.7  11 時 30 分 32 0.23 99.3 

 11 時 20 分 100 1.3 98.7  11 時 40 分 53 0.31 99.4 

 11 時 30 分 52 2.6 95.0  11 時 50 分 50 0.22 99.6 

炭
化
水
素
吸
収
塔

ポンプ

入口

出口

灯油タンク タンクローリーポンプ

ガソリン蒸気 



表2-4-2-2 炭化水素回収設備前後における炭素数別炭化水素類濃度（単位：ppm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-4-2-3 炭化水素回収設備前後における有害物質等濃度（単位：ppm） 

 

入 口 出 口 
物質名 

10時40分 11時20分 10時40分 11時20分 11時30分 

ベンゼン 580 570 60 8.9 8.3 

トルエン 1700 2100 57 25 20 

夏期 

キシレン 140 360 19 40 35 

 

入 口 出 口 
物質名 

11時10分 11時30分 11時10分 11時30分 

ベンゼン 290 270 0.54 4.5 

トルエン 500 720 20 47 

冬期 

キシレン N.D. N.D. N.D. N.D. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-2-2 炭化水素回収施設処理効率等 （夏期） 

 （１０時５５分に灯油循環比率変更）   

 

夏期　

10時40分 11時20分 10時40分 11時20分 11時30分

C3 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C4 110000 91000 100000 1700 5000

C5 98000 82000 43000 1200 2100

C6 20000 18000 4200 220 310

C7 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C8 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C9 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C10 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

冬期　

11時10分 11時30分 11時10分 11時30分

C3 780 930 59 140

C4 32000 34000 46 140

C5 30000 29000 13 48

C6 6100 5900 6.5 35

C7 1400 3700 74 99

C8 N.D. N.D. 190 210

C9 N.D. N.D. N.D. N.D.

C10 N.D. N.D. N.D. N.D.
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図2-4-2-3 炭化水素回収施処理効率等 （冬期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-2-4 処理前後炭素数別濃度 夏期１０時４０分 処理効率５５．５％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-2-5 処理前後炭素数別濃度 夏期１１時２０分 処理効率９８．７％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-2-6 処理前後炭素数別濃度 冬期１１時１０分 処理効率９９．５％ 
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図2-4-2-7 処理前後炭素数別濃度 冬期１１時３０分 処理効率９９．３％ 

 

 

2-4-3 ドライクリーニング施設 

(1)石油系溶剤使用施設 

(1-1)石油系溶剤使用乾燥施設（処理装置なし） 

①測定年月日     平成１２年８月 ９日 

②測定事業所    富田林市内事業所 

③測定時の天候  

雨 気温 ２４℃  

相対平均湿度９０％（大阪管区気象台） 

④施設の概要等  

・Ｔ社製ＨＯＴ１００Ｓ  

（乾燥能力５０ｋｇ／回 排風機能力４０ｍ３／分）  

・昭和６３年設置 

・排出ガス処理装置  なし 

・使用石油系溶剤   Ｎ社 ＮＤ 

           Ｉ社 ＡＥ 

・石油系クリーニング機（コールド機）で洗浄・脱液

した衣類を乾燥する施設である。乾燥施設からの排気

は、施設の背面にある地上約４０ｃｍの位置のダクト

から大気中に放出されている。排気ダクトの直径は３

０ｃｍである。 

⑤測定場所及び方法 

測定場所は、乾燥施設背面の排気ダクトの排出口と

し、排気の流速及び温度をアネモマスターでモニター

しながら、乾燥開始時点から測定を開始し、１～２分

間隔でサンプリングを行った。サンプリングは、ダイ

アフラムポンプを用いて排気ダクト中のガスをテドラ

ーバッグに採取し、ガスクロマトグラフ（ＦＩＤ）法

により分析した。 

測定は、石油系クリーニング機（コールド機）２基

を用いて上記の２種類の溶剤で洗浄した衣類計約７ｋ

ｇを乾燥する工程について行った。なお、乾燥所要時

間は２４分であり、乾燥後の衣類の重量は約６ｋｇで

あった。 

したがって、乾燥中に約１ｋｇの溶剤が大気中に排

出されたと推定される。

  

 

 

クリーニング機（Ｎ社溶剤） 

乾燥機 

クリーニング機（Ｉ社溶剤） 

 

 

 

 

 

   

 

 前面 側面     

図2-4-3-1 工程フロー及び乾燥施設概要 
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⑥測定結果 

測定結果は、表 2-4-3-1､2 及び図 2-4-3-2､3 に示すとお

りである。 

処理装置の設置されていない乾燥施設であるため、衣

類に含有されているクリーニング用の溶剤が全て大気中

に排出される。 

⑤にも記載したとおり今回の測定で１ｋｇの溶剤が大

気中の放出され、測定中もかなりの溶剤臭があった。ま

た、クリーニング機から乾燥施設へ運搬する間にも溶剤

が揮散していると考えられる。 

測定結果によれば、全炭化水素濃度は測定開始３分

後に最大に達し徐々に濃度が減少した。炭素数別炭化

水素濃度はC10が最も多かった。 

分子量が小さく沸点の低いC8、 C9は、乾燥開始から

１分後で検出された後、濃度の減少は比較的速やかで

あった。 

分子量の大きいC11は、乾燥開始から３分後までは検

出されなかったが、６分後に検出された後の濃度減少

は緩やかであった。 

なお、この事業所は府条例に基づく炭化水素類の規制

対象事業所であるが、乾燥施設の設置が条例施行前であ

ることから、基準の適用が除外されている。 

 

表2-4-3-1 石油系乾燥施設排出ガス全炭化水素濃度

（メタン換算－単位：ppmC）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-4-3-2 石油系乾燥施設排出ガス炭素数別濃度（単位：ppm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-3-2 石油系乾燥施設排出ガス全炭化水素濃度 

経過時間
(分）

1 3 6 12 15 20 24

C5 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C6 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C7 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C8 56 34 N.D. 10 6.9 5.0 4.5

C9 130 200 48 64 13 7.9 6.1

C10 190 390 280 250 45 25 19

C11 N.D. N.D. 120 100 35 21 18

C12 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C13 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C14 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.
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1 2300 1.9 55 乾燥開始

3 5600 2.2 59

4 4500 2.2 65

6 2500 7.2 54

8 2100 7.2 63

10 950 7.1 60

12 840 6.8 59

13 560 6.5 61

14 510 6.5 61

15 480 6.5 61

16 430 6.5 61

17 350 6.5 61

19 330 6.5 61

20 240 6.2 53

21 260 6.7 58

22 190 6.5 43

24 190 6.2 57
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図 2-4-3-3 石油系乾燥施設排出ガスの炭素数別炭化水素濃度 

 

 

(1-2)石油系溶剤使用乾燥施設（処理装置付） 

①測定年月日     平成１２年９月２７日 

②測定事業所    池田市内事業所 

③測定時の天候 

  晴 気温 ２２℃  

相対平均湿度４９％（大阪管区気象台） 

④施設の概要等   

・Ｓ社製ＳＣＤ-４４２５型  

（乾燥能力２５ｋｇ／回 排風機能力１８ｍ３／分） 

・平成１０年設置 

・排出ガス処理装置 あり 

（脱液率９０％の場合、溶剤回収率７５％以上） 

  ・使用石油系溶剤   Ｊ社 Ｎ10 

 (1-1)と同様に、石油系クリーニング機（コールド

機）で洗浄・脱液した衣類を乾燥する施設である。

施設の運転仕様は標準で図2-4-3-4のとおりであり、

１サイクルの中では、排気５分と脱臭0.5分の２回計

5.5分間、施設外への排気が行われる。また、１階に

設置された乾燥施設からの排気は、直径20cmの排気

ダクトにより２階屋上まで導かれ、屋上で大気中に

放出されている。 

 

 

 

 

図2-4-3-4 乾燥施設の運転仕様（標準） 

 

⑤測定場所及び方法 

乾燥施設から外部に排気される排気工程の開始時か

ら脱臭工程の終了時までを対象として、測定を行った。 

乾燥施設から約１.５ｍの場所の排気ダクトに測定口

を設け、排気の流速及び温度をアネモマスターでモニ

ターしながら、排気工程が始まった時点で測定を開始

し、１分間隔でサンプリングを行った。サンプリング

は、ダイアフラムポンプを用いて排気ダクト中のガス

をテドラーバッグに採取し、ガスクロマトグラフ（Ｆ

ＩＤ）法により分析した。 
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図2-4-3-5 乾燥施設概要 

 

⑥測定結果 

測定結果は、表2-4-3-3､4及び図2-4-3-6に示すとおり

である。また、成分分析の結果、使用されている石油系

溶剤はｎ-デカンほぼ１００％であった。 

排気以外の時間帯でも全炭化水素濃度が高い値を示し

ているが、これは、施設からの配管が今回測定した乾燥
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施設だけでなく他の機器とも複雑に接続している上、フ

ァンによる排気設備がないため、配管内に溶剤蒸気が滞

留しているものと考えられる。 

このため、排気の流速が１ｍ／秒以上であった時間帯

を排気中とし、溶剤の成分をｎ－デカンとして排出され

た溶剤量を推定したところ９１.２ｇであった。 

今回は洗濯物の乾燥前後の重量測定が行えず、正確な

溶剤含有量が把握できなかったが、機器の仕様から炭化

水素類の排出量を推定すると、１０ｋｇの衣類を脱液率

９０％で乾燥した場合、約１ｋｇの溶剤ガスが乾燥工程

で発生しこの７５％が回収され、大気中に排出される溶

剤量は約２５０ｇとなる。 

なお、この事業所は他にテトラクロロエチレン使用の

クリーニング機も設置しており１回の洗濯能力の合計が

３０ｋｇ以上であるため、今回測定した乾燥施設は「府

条例」の「炭化水素類に係る届出施設」に該当し、規制

基準として「凝縮式処理装置又はこれと同等以上の性能

を有する処理装置を設け適正に稼働させること」と定め

られている。 

表2-4-3-3 石油系乾燥施設排出ガス全炭化水素濃度

（メタン換算－単位：ppmC） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-4-3-4 石油系乾燥施設排出ガス炭素数別濃度（単位：ppm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-3-6 石油系乾燥施設排出ガス炭化水素濃度及び排出量 

 

 

経過時間
（分）

18 20 22 25

C5 N.D. N.D. N.D. N.D.

C6 N.D. N.D. N.D. N.D.

C7 N.D. N.D. N.D. N.D.

C8 N.D. N.D. N.D. N.D.

C9 N.D. N.D. N.D. N.D.

C10 770 580 490 470

C11 N.D. N.D. N.D. N.D.

C12 N.D. N.D. N.D. N.D.

C13 N.D. N.D. N.D. N.D.

C14 N.D. N.D. N.D. N.D.
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(2)テトラクロロエチレン使用施設 

(2-1)テトラクロロエチレン使用施設(処理装置なし) 

①測定年月日     平成１２年１２月 ７日 

②測定事業所    太子町内事業所 

③測定時の天候   

晴 気温 ８．３℃  

相対平均湿度５５％（大阪管区気象台） 

④施設の概要等  

・ Ｔ社製ＳＰＥＮＣＥＲ ＴＰＶ－２０ＧＬ  

（洗濯能力９ｋｇ／回）  

・ 昭和６２年に中古品（５～６年使用済み）を設置 

・ 脱臭工程排出ガス処理装置  なし 

       (テトラクロロエチレン使用施設では、乾燥工程は

全て溶剤回収タイプである。) 

・ クリーニング施設は１階に設置されており、施設か

らの排気はダクトにより２階建ての屋上まで導かれ、

大気中に放出されている。 

⑤測定場所及び方法 

排気ダクト出口において、ドライクリーニング工程

の最終段階である脱臭工程における排出ガス中のテト

ラクロロエチレン濃度の測定を行った。 

排気ダクト中の排風量をアネモマスターによってモ

ニターしながら、脱臭工程が始まった時点で測定を開

始し、１分間隔でサンプリングを行い、クリーニング

工程２回分の測定を行った。 

サンプリングは、ダイアフラムポンプを用い、排気

ダクト中のガスをテドラーバッグに採取してガスクロ

マトグラフ（ＦＩＤ）法により分析した。 

なお、測定に当たっては、ダクト中にテトラクロロ

エチレンが滞留している可能があるため、空気で置換

後、テフロンチューブをダクト内に挿入しできるだけ

クリーニング機に近い場所でサンプリングを行うよう

にした。 

⑥測定結果 

測定結果は、表 2-4-3-5､6 及び図 2-4-3-8､9 に示すとお

りであり、排ガス中のテトラクロロエチレン濃度は排気ダ

クト中の流速が１ｍ／秒以上の時間帯で 3100～6800ppm と

高い値を示していた。 

今回の対象機器の洗濯能力は小さいが、脱臭工程に

おける溶剤回収装置がないため、測定時は２階屋上で

もテトラクロロエチレンの溶剤臭が強かった。 

また、測定結果からテトラクロロエチレンの１回当

たりの排出量を試算したところ、１回目で１９８ｇ、

２回目で２４６ｇの排出量があった。 

処理装置のない場合、洗濯物重量の約３％の溶剤が

大気中に排出されるというデータ（資料編参照）があ

るが、この機器は洗濯能力が最大９ｋｇであるため、

９ｋｇの洗濯物を洗浄・乾燥すれば２７０ｇの排出量

となり、今回の測定結果とほぼ一致する。 

事業所では１日５～６回使用するとのことであった

ので、１日で約１ｋｇのテトラクロロエチレンが排出

されていると推定される。 

なお、本事業所は、家族２人で営業している小規模

の事業所であり、ドライクリーニング機も今回測定し

た１台のみであることから、府条例の炭化水素類排出

規制の対象事業所ではない。 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

                  図2-4-3-7 クリーニング施設概要 
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表2-4-3-5 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ使用施設脱臭工程排出ガス測定結果（測定１回目） 

 

 

 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ排出量合計 

１９８ｇ 

（風速１ｍ/秒以上の合計値） 

 

 

 

 

表2-4-3-6 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ使用施設脱臭工程排出ガス測定結果（測定２回目） 

 

 

 

 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ排出量合計 

２４６ｇ 

（風速１ｍ/秒以上の合計値） 

 

 

 

 

・測定１回目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-3-8 脱臭工程排出ガス経時変化（１回目） 

 

・測定２回目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-3-9 脱臭工程排出ガス経時変化（２回目） 
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温度

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ
排出量
(g/分)

1 3100 3.20 25.0 22.9

2 4400 3.30 27.5 33.2

3 5000 3.30 29.5 37.5

4 6200 3.40 31.0 47.7

5 6000 4.20 33.5 56.5

6 5600 0.20 32.5 －

7 5200 0.20 29.5 －

8 4500 0.20 27.5 －

経過時間
（分）

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ
濃度（ppm）

流速
(m/s)

排出ガス
温度

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ
排出量
(g/分)

1 6000 3.35 22.2 46.79

2 6800 3.40 24.5 53.41

3 6400 3.40 26.0 50.01

4 6000 3.40 27.2 46.70

5 5200 4.15 29.5 49.03

6 4700 0.13 29.0 －

7 3800 0.15 27.0 －

8 2100 0.15 25.2 －



(2-2)テトラクロロエチレン使用施設 (処理装置付) 

 ①測定年月日     平成１２年１０月１２日 

 ②測定事業所    寝屋川市内事業所 

③測定時の天候   

   晴 気温 ２３℃  

相対平均湿度６８％（大阪管区気象台） 

④施設の概要等   

・Ｔ社製スペンサーＴＰＨ-６０Ｍ型  

（洗濯能力２７ｋｇ／回） ２台 

・昭和６１年設置 

・排出ガス処理装置 あり 

Ｔ洗機製活性炭溶剤回収装置(活性炭量70kg×2基) 

クリーニング機２台の脱臭工程用に、活性炭吸着

方式の溶剤回収装置が接続されている施設である。 

回収装置の活性炭タンクは２基並列で設置されて

おり、活性炭タンクの吸着と脱着は９０分サイクル

で交互に行われている。 

クリーニングの脱臭工程での排出ガスは、ブロア

ーで活性炭タンクに送られ溶剤吸着工程の活性炭タ

ンクに吸着された後、ダクト（直径１４ｃｍ）から

排出される。 

活性炭タンクが脱着・回収工程になった時には、

蒸気により溶剤が脱着・回収され、活性炭が再生さ

れる。 

⑤測定場所及び方法 

溶剤回収装置（活性炭タンク）の前後に測定口を設

け、脱臭工程における排出ガス中のテトラクロロエチ

レン濃度の測定を行った。 

排気ダクト中の排風量をアネモマスターでモニター

しながら、脱臭工程が始まった時点で測定を開始し、

約１分間隔でサンプリングを行った。サンプリングは、

ダイアフラムポンプを用いてテドラーバッグにガスを

採取し、ガスクロマトグラフ（ＦＩＤ）法により分析

した。 

本事業所では、クリーニング機器の稼働状況が異な

る状態で２回測定を行った。 

１回目はクリーニング機１台のみの稼働であったが、

２回目はクリーニング機２台が稼働しており、脱臭工

程に入る時間差は４分であった。 

 

図2-4-3-10 施設概要 

 

⑥測定結果 

１回目の測定結果は表2-4-3-7及び図2-4-3-11､12に、

２回目の測定結果は、表2-4-3-8及び図2-4-3-13､14に

示すとおりである。 

なお、１回目及び２回目のクリーニング基の稼働状

況等は以下のとおりである。 

  （１回目）クリーニング機１台使用 

       １分１５秒間隔でサンプリング 

  （２回目）クリーニング機２台使用 

（１台目と２台目の作動時間差は約４分） 

       １分間隔でサンプリング 

 

脱臭工程におけるテトラクロロエチレンの回収装置は、

主として活性炭が使用されているが、機器の内部に既に

組み込まれており洗浄・乾燥・脱臭のサイクル毎に吸脱

着が行われるタイプのものと、今回測定した装置のよう

に後から設置可能なタイプのものがある。後者の場合に

は活性炭タンクの容量は大きいが、クリーニング機とは

連動していないケースが多い。 

測定結果では、排ガス中のテトラクロロエチレン濃度

は回収装置入口側では1,100～13,000ppm、出口側ではN.D.

～270ppmとなっており、図の処理効率に示されるように、

脱臭工程における排気中のテトラクロロエチレンは活性

炭に十分に吸着されていると考えられる。 
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また、今回の測定結果を基に、テトラクロロエチレン

の排出量を試算したところ、１回目は１６.２ｇであった

のに対し、２回目は１２３.９ｇであった。 

これは、２回目は２台の負荷がかかるとともに時間も

長かったこと、さらに、活性炭が破荷容量に近づきつつ

あることによるものと考えられ、実際に、この活性炭タ

ンクはこの後で脱着モードに切り替わった。 

回収措置が設置されていない場合に大気中に排出され

るテトラクロロエチレン量を処理装置入口濃度から試算

（流速、温度を出口測定結果と同等と仮定）すると、１

回目で１１９９ｇ、２回目で３５１２ｇとなり、回収装

置の設置により大気中に排出される溶剤量が１回目で９

８.６％、２回目で９６.５％削減されたことになる。処

理装置（回収装置）を設置することにより大気中への炭

化水素類の排出量が大幅に削減されていることが実証さ

れた。 

なお、本事業所は比較的規模の大きいクリーニング工

場であり、クリーニングの機器も多く頻繁に使用されて

いる。今回測定した機器も「府条例」の「炭化水素類に

係る届出施設」に該当し、規制基準として「脱臭工程に

おいては吸着式処理装置又はこれと同等以上の性能を有

する処理装置を設け適切に稼働させること」と定められ

ている。 

 

 

 

表2-4-3-7 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ使用施設脱臭工程排出ガス測定結果（１回目） 

 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

排出量 

16.2ｇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-3-11 脱臭工程排出ガス濃度経時変化等（１回目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-3-12 脱臭工程テトラクロロエチレン排出量（１回目） 
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表2-4-3-8 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ使用施設脱臭工程排出ガス測定結果（２回目） 

 

 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

排出量 

123.9ｇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-3-13 脱臭工程排出ガス濃度経時変化等（２回目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4-3-14 脱臭工程テトラクロロエチレン排出量（２回目） 

 

 

 

2-4-4 ドライクリーニングの石油系溶剤成分 

クリーニング事業者を対象に行ったアンケート調査

の結果、主に使用されていた石油系溶剤９品目のサン

プルを入手し、溶剤原液中の炭素数別の成分分析を行

った。 

分析結果は、表2-4-4-1に示すとおりであり、９品目

中８品目はC8からC12の成分で構成されていたが、１品

目はC10の単一成分であった。 

 

なお、表中の低芳香族タイプ、含芳香族タイプの分類

は、溶剤カタログ等の記載又は業界資料等に基づくも

のである。 
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表2-4-4-1 石油系クリーニング溶剤の炭素数別成分分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．炭化水素類排出量の推計 

 

１－１で述べたように本調査の目的は府域における炭化

水素類排出量の実態を把握することにある。排出ガス中の

実測調査結果、事業者アンケート結果、各種統計資料、業

界ヒアリング等から今回調査対象とした貯蔵施設、出荷施

設、給油所地下タンク及びドライクリーニング施設からの

炭化水素類排出量の推計結果を行った。 

炭化水素類排出量の推計結果について、油種別・発生過

程別に集計したものを表3-1-1に、地域別・発生過程別に

集計したものを表3-1-2に、また、排ガス中の炭化水素類

の成分分析を行った石油系物質を対象に、油種別・炭素数

別に集計したものを表3-1-3に示した。炭化水素類排出量

の合計値は 11,229トンであり、そのうち石油系物質が

10,700トン(95%)、テトラクロロエチレンが529トン（5%）

となっている。 

 

             表3-1-1 油種別・発生過程別の炭化水素類排出量 

    

区　分 貯蔵施設 出荷施設
給油所地下

タンク
ドライクリー
ニング 注)

合　計

ガソリン類 48,986 994,929 6,580,593 2,969,397 10,593,905
灯　油 3,720 3,331 － － 7,051
軽　油 29,202 5,952 10,060 － 45,214
ジェット燃料油 2,811 866 － － 3,677
重　油 20,883 1,677 － － 22,560
原　油 3,676 24,120 － － 27,796
小　計 109,278 1,030,875 6,590,653 2,969,397 10,700,203

テトラクロロエチレン － － － 528,800 528,800
合　　計 109,278 1,030,875 6,590,653 3,498,197 11,229,003

注）ドライクリーニングの石油系溶剤は、ＪＩＳでは工業用ガソリンに含まれるため、

　　ガソリン類として集計した。

(単位：kg／年)

石
油
系
物
質

 

(1)低芳香族タイプ 　　単位：g/ｌ

会社名 Ｎ社 Ｓ社 Ｅ社 Ｃ社 Ｉ社 Ｊ社

商品名 ＮＨ ＮＢ Ｅ P ＡＥ N

C6 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C7 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C8 69 14 36 4.8 12 N.D.

C9 200 80 110 170 270 N.D.

C10 370 430 420 400 450 760

C11 220 200 160 190 29 N.D.

C12 52 25 20 N.D. 120 N.D.

C13 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

C14 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

(2)含芳香族タイプ

会社名 Ｎ社 Ｅ社 Ｉ社

商品名 ＮＤ Ｐ Ａ

C6 N.D. N.D. N.D. 0.45

C7 N.D. N.D. N.D. 0.47

C8 42 54 2.0 0.49

C9 150 220 230 0.53

C10 340 360 660 0.63

C11 220 280 150 0.62

C12 16 51 1.3 0.63

C13 N.D. N.D. N.D. 0.64

C14 N.D. N.D. N.D. 0.65

定量下限
値



       

                             表3-1-2 地域別・発生過程別の炭化水素類排出量 

      

地域名 貯蔵施設 出荷施設
給油所地下

タンク
ドライクリ
ーニング

合　計

大阪市地域 20,774 19,065 2,130,502 1,151,029 3,321,370
北大阪地域 64 0 1,119,735 595,159 1,714,958
東部大阪地域 14 0 1,315,125 894,921 2,210,060
南河内地域 0 0 556,110 215,363 771,473
泉州地域 88,427 1,011,810 1,469,182 641,724 3,211,143
合　計 109,278 1,030,875 6,590,653 3,498,197 11,229,003

(単位：kg／年)

 

 

                              表3-1-3 油種別・炭素数別の炭化水素類排出量 

（単位：トン／年）

C2 C3 C4 C5 C6 C7 C8 C9 C10 C11 C12 C13 C14

10,594 0 50 3,626 3,162 660 83 176 576 1,489 642 131 0 0

貯蔵・出荷・
ＳＳ　計 7,625 0 50 3,626 3,162 660 83 44 0 0 0 0 0 0

ドライクリー
ニング用石油

系溶剤
2,969 0 0 0 0 0 0 132 576 1,489 642 131 0 0

7 0 0 0 0 1 1 1 1 1 2 1 0 0

45 0 0 3 13 3 8 5 2 3 6 2 1 1

4 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 0 0

28 5 10 10 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0

10,678 5 60 3,638 3,177 665 92 182 579 1,493 650 134 1 1合　計

灯　油

軽　油

ジェット燃料
油

原　油

総排出量
成分別排出量

ガソリン類

油　種

 






